
摂 〇 〇 第 ○ ○ 号 

令和  年  月  日 

 

 

中間前金払認定調書 

 

 

               様 

 

 

 摂津市長 嶋野 浩一郎 

 

 

下記工事について進捗を調査し、中間前金払をすることができる要件を満たしているこ

とを認定する。 

 

 

 

記 

 

 

工事名称   

工事場所   

工 期 令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

契約金額   

摘 要  

 

  



令和  年  月  日 

 

 

 

摂津市長 様 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者氏名                  印 

 

 

 

下記工事において、次のとおり届け出ます。 

 

□１ 中間前金払を選択します。なお、本工事に関し、部分払の請求はいたしません。 

□２ 部分払を選択します。なお、本工事に関し、中間前金払の請求はいたしません。 

 

記 

 

工事名称   

工事場所   

工 期 令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

契約金額   

摘 要  

 

※１又は２を選択し、□にチェックすること。 

※本書提出後の選択の変更は認めない。 

 

 

  



令和  年  月  日 

 

摂津市長 様 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者氏名                  印 

 

 

 

下記工事について、中間前金払の要件について認定を請求します。 

 

 

 

記 

 

 

 

工事名称   

工事場所   

工 期 令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

契約金額   

摘 要 

（添付資料） 

・工事履行報告書 

・出来高報告書 

 

 

 

  



令和  年  月  日 

 

出来高報告書 

 

工事名称  

契約金額  

工種 構成金額 予定工程 実施工程 出来高金額 備考 

      

      

      

      

      

      

      

消費税及び地方消費税  契約金額に対し 

    ％ 
合計金額  

（記事欄） 

 

 

 

現場代理人 
主任（監理）

技術者 

  

 

※必要に応じて適宜項目を加除して使用するものとする。 



令和  年  月  日 

 

工事履行報告書 

 

工事名称  

工  期  

月  別 
予定工程    ％ 

（ ）は工程変更後 
実施工程   ％      備考 

   

   

   

   

   

   

（記事欄） 

 

 

 

現場代理人 
主任（監理）

技術者 

  

 

 

※必要に応じて適宜項目を加除して使用するものとする。 

  



請 求 書                 

 

                               令和  年  月  日 

 

摂津市長  嶋野 浩一朗  様 

 

                     所 在 地 

 

                     商号又は名称               

 

                     代表者氏名              印 

 

 

      一 金                    円 

 

      ただし、 （工事名）                   に係る中間前払金 

                          

 

上記の金額を請求します。 

 

 

振込先   

金融機関名 

            銀行 

           信用金庫             本店 

           信用組合             支店 

          農業協同組合           営業所 

預金の種類  １ 普通    ２ 当座    ３ 貯蓄    ４その他 

口座番号        

（フリガナ） 

 

口座名義 

 

 

 

 



1. 工 事 名 称

2. 工 事 場 所 摂津市 地内

3. 当 初 請 負 金 額 （ Ａ ） ￥ 円

4. 設 計 変 更 増 減 額 ￥ 円

5. 変 更 請 負 金 額 ￥ 円

6. 前 払 金 額 （ B ） ￥ 円

7. 中間前払金上限額（ C） ￥ 円

8. 今 回 請 求 額 ￥ 円

注 　請求にあたり、摂津市公共工事の前金払に関する規則第1条に規定する保証事業会社による

中間前払金保証証書の発行を受けていること。

　また、各項目は必要により削除挿入すること。

中間前金払の請求に係る請求内訳書

増　・減　額

※契約金額の2割に相当する額（その額が１億円を超えるときは1億円）とする。

※（C)の金額を上限とする。


